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１-１ 東吾妻町新水道事業ビジョン策定の趣旨 

厚生労働省は平成 25 年 3 月にこれまでの水道ビジョンを改定するのではなく、来る

べき時代に求められる課題に挑戦するため、新しいビジョン「新水道ビジョン」を公表

しました。この｢新水道ビジョン｣では、これまでの国民の生活や経済活動を支えてきた

水道の恩恵をこれからも享受できるよう今から 50 年、100 年後の将来を見据え、水道

の理想像を明示するとともに、その理想像を具体化するため、当面の間に取り組むべき

事項、方策が示されました。 

近年、人口減少や節水型機器の普及などにより全国的に水需要が低迷し、また、老朽

化した施設の更新と大規模地震に備えた耐震化に多額の財源が必要となるなど、水道事

業を取り巻く環境は大きく変化してきています。 

こうした状況の中、本町では、引き続き計画的・戦略的に水道事業経営に取り組んで

いくため、平成 3０年度からの 10 か年を計画期間とする「水道事業基本計画」を新た

に策定しました。 

 

 

水道の理想像 資料：「新水道ビジョン(厚生労働省)」(平成 25 年 3 月) 
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１-２ 計画の位置付け 

「基本計画」は、本町水道事業における中長期的な事業運営の方針を示したもので、

平成 30 年度から平成 39 年度までの 10 年間を計画期間としています。 

また、「第二次東吾妻町総合計画」との整合性を図りながら、厚生労働省が示した「新

水道ビジョン」に基づく「水道事業ビジョン」と位置付けるとともに、総務省が策定を

求めている「経営戦略」の内容を総合的に包含するものとして策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１-３ 計画期間 

「水道事業ビジョン」「経営戦略」策定期間の指針を参考とし、50 年後、100 年後を

見据えながら、本町水道事業の理想とする将来像を実現するため、優先的に実施する必

要性が高い事業・取り組みに対する当面の目標を 10 年後と定め、着実な推進を図るこ

とで、水道を次の世代に継承します。 

「基本計画」の計画期間は、平成 30 年度から平成 39 年度までの 10 か年とします。 

なお、事業運営の方策を計画的に推進するため、平成 35 年度に５か年の実績評価を

行い、後期５か年の計画を見直します。 

 

 

 

実施計画 前期5年・後期5年 

H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 

東吾妻町水道事業基本計画（新水道ビジョン）10 年間《平成 30 年度～平成 39 年度》 

《平成 30 年度～平成 34 年度》 

前期 後期 

《平成 35 年度～平成 39 年度》 

国 

町 

厚生労働省 

新水道ビジョン 

総務省 

公営企業の経営戦略 

東吾妻町 

水道事業基本計画 

総合計画 

整

合

性 

上下水道課 
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２-１ 水道事業の概要 

昭和 30 年後半に発足した旧吾妻町上水道事業及び簡易水道事業の 10 事業と旧東村

簡易水道事業の 5 事業は地域が大きく発展する中、人口増に伴い増加する水需要に対応

すべく、数次にわたり拡張事業を実施して施設整備を進めるとともに、常に安全で良質

な水を安定的に送り続けられるよう努めてまいりました。 

そして、平成 18 年 3 月の町村合併により、東吾妻町上水道事業と東吾妻町簡易水道

事業の２事業に統合し現在に至っています。 

近年、人口減少や環境に配慮した節水型機器の普及などにより全国的に水需要が低迷

するなかで、高度経済成長期に建設した施設の更新や大規模地震に備えた耐震化が焦眉

の課題となっています。 

 

東吾妻町上水道事業の事業概要 

供用開始年度 

（供用開始後年数） 

昭和 40 年度供用開始 

（供用開始後年数 53 年） 

法適（全部・

一部）非適

の区分 

法適用（全部） 

計画給水人口 12,950 人 現 在 給 水 人

口 

9,906 人 

有収水量密度 1.23 千㎥ /ha 

水源 地下水、その他 

浄水場設置数 3 箇所 配 水 池 設

置数 

12 箇所 

配水能力 7,510 ㎥ /日  管路延長 導入管延長： 0.36 千 m 

送水管延長：24.98 千 m 

配水管延長：144.29 千 m 

施設利用率 51.0％ 

 

東吾妻町簡易水道事業の事業概要 

供用開始年度 

（供用開始後年数） 

昭和 27 年度供用開始 

（供用開始後年数 65 年） 

法適（全部・一

部）非適の区

分 

法非適 

計画給水人口 3,670 人 現在給水人口 2,946 人 

有収水量密度 235 ㎥ /ha 

水源 - 

浄水場設置数 1 箇所 配水池設置数 26 箇所 

配水能力 2,870 ㎥ /日  管路延長 導入管延長： 9,622m 

送水管延長： 1,816m 

配水管延長：73,785m 

（出典）決算統計 
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２-２ 水道事業の現状 

（１）給水人口 

本町の給水人口は、2006 年（平成 18 年度）の 15,749 人(上水 11,981 人、

簡水 3,768 人)から 2016 年（平成 28 年度）の 12,797 人(上水 9,842 人、簡水

2,955 人)へと減少しています。 

東吾妻町将来推計人口を参考に推測すると、今後も給水人口の減少が進み、目標

年次の 2027 年(平成 39 年度)には約 11,616 人(上水 8,988 人、簡水 2,628 人)

まで減少する見込みです。  

（２）有収水量 

節水意識の浸透や生活様式の変化により、水道水の使い方が変化するとともに、

厳しい経済状況を背景として、有収水量は年々減少しています。 

今後の見通しでは、人口減少の影響により、本計画の最終年度となる 2027 年(平

成 39 年度)の年間有収水量は、2016 年(平成 28 年度)実績に比べて上水道は、約

57 千㎥減少し、約 1,088 千㎥、簡易水道は、約 36 千㎥減少し、約 283 千㎥と

なる見込みです。 
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（３）施設 

本町は、湧水 12 箇所と地下水 10 箇所(浅井戸 1 箇所､深井戸 10 箇所)を水源と

し、上水道 13 箇所(17 池)及び簡易水道 19 箇所(20 池)の浄・配水場から配水を

行っており、その配水能力は合わせて 9,910m3/日を有しています。 

配水場と浄水場は、耐震性に関する基準（水道施設耐震工法指針）に適合してい

ないことから、震災への対策が必要となります。 

管路については、総延長は 259km であり、耐久性の高いダクタイル鋳鉄管が全

体のおよそ 4.4％を占め、その他は主にダクタイル鋳鉄管 K 形継手(耐震適合管:で

良い地盤に布設されている)が使用されています。 

 

 

施設の概要 

水 源 湧水、地下水 

施 設 数 

浄・配水場施設数 20 施設 

管 路 延 長 

259Km（全体） 

174km（上水道） 

85km（簡易水道） 配水池設置数 37 施設 

施 設 能 力 
7,510.0ｍ 3／日（上水道） 

2,400.0ｍ3／日（簡易水道） 
施 設 利 用 率 

82.0％(上水道) 

89.4％ (簡易水道) 

 

 

主要施設の位置図  
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（４）業務指標 

水道事業ガイドラインの業務指標（PI）は、水道事業体の事業内容を共通指標に

よって数値化したもので、東吾妻町水道事業の特徴や問題点の把握を行うことがで

きます。 

業務指標（ＰＩ）の分析は、各事業体で公表している業務指標値を用いており、

給水人口や水源区分、有収水量密度から本町と同規模の事業体を抽出し、各項目に

ついての平均値と本町における業務指標値を比較しています。 

 

業務指標の統計値 

該当事業主体 給水人口規模 主な水源区分 有収水量密度 

東 吾 妻 上 水 道 
10,000 人以上 

15,000 人未満 
その他 全国平均以上 

東 吾 妻 簡 易 水 道 
  1 人以上 

5,000 人未満 
その他 

0 以上 

0.25 未満 

出典：公益財団法人水道技術研究センター  

「水道事業ガイドライン（PI）を活用した現状分析ツール」より  

 

本町における業務指標（ＰＩ）の結果を平均と同水準また高い水準にあるものを

青で、平均より低い水準にあるものを赤で示しました。（業務指標の比較） 

 

本町で主に低い水準の指標を抽出すると次のようになります。 

 

 東吾妻上水道 

「安全」：配水…赤水・濁水、施設老朽化 

「安定」：老朽化対策…管路・施設更新 

「持続」：ヒト…技術力 

モノ…投資 

 東吾妻簡易水道 

「安全」：原水・浄水…地下水汚染 

配水…塩素処理による水質問題 

「持続」：カネ…料金 
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業務指標の比較 
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２-３ 水道事業の課題 

水源、水質管理 

① 水質事故等に対応し、安全な水質を確保することが課題です。 

② 水源の保全対策の実施が課題です。 

③ 貯水槽水道、飲料水供給施設の管理を強化することが課題です。 

 

水道施設 

① 水道は様々な水道施設を所有しており、それら施設の老朽化等に伴い、適切な維

持管理をしなければ、重大な事故に繋がる危険性があります。浄水場を始めとし

た水道施設の老朽化が進んでおり、計画的な更新が必要です。 

② 大規模地震に対する耐震性能を有していない施設の耐震化が必要です。 

③ 管路の老朽化が進みつつあり、現在の管路更新率では管路の適切な更新が不可能

であるため、計画的な更新が必要。 

④ 基幹施設や基幹管路の耐震化が課題です。 

 

事業経営 

①  給水人口の減少が進み、今後は有収水量（給水収益）が減少傾向になると予測さ

れます。 

②  給水収益（水道料金）が減少することによって、水道事業の経営は厳しくなって

いくと予測されます。健全な水道事業の経営を持続するためには、費用削減と経

営の効率化を図ることが求められます。 

③  浄水場、配水池、管路など水道施設が老朽化し、更新時期を迎えています。 

加えて、水道施設の耐震化などにより、事業費は増加していく状況です。 

④  アセットマネジメントをふまえた適切な事業計画をたて、経営の安定に向け水道

料金の見直し、料金体系の変更などを検討することが課題です。 

 

災害対策 

① 危機管理マニュアルの早期作成が課題です。 

② 他事業体との連携、協力体制の確立が課題です。 
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３-１ 外部環境 

（１）給水収益の減少 

ライフスタイルの変化や節水型機器の普及などにより、平成 24 年度から平成

28 年度までの過去 5 年間における有収水量は年々減少傾向となっています。 

給水収益においても給水人口が減少に転じることにより、有収水量及び給水収益

は一層減少する見込みとなっており、平成 28 年度の年間有収水量は、1,464 千

㎥（上水道 1,145 千㎥、簡易水道 319 千㎥）、給水収益は 182,561 千円（上水

道 148,633 千円、簡易水道 33,928 千円）であったのに対し、平成 39 年度で

は、1,371 千㎥（上水道 1,088 千㎥、簡易水道 283 千㎥）、171,710 千円（上

水道 141,647 千円、簡易水道 30,063 千円）まで減少するものと予想されま

す。 

現在使用している水道施設の多くは、高度経済成長期に建設されたものであり、

給水人口の増加とともに整備してきた施設ですが、今までは人口に比例して増加し

た水需要と給水収益により事業財源を確保してきました。今後、水需要とともに給

水収益が減少すると見込まれ、厳しさを増す財政状況となる中においても持続可能

な水道事業を運営していくためには、より一層の経営の効率化や計画的な事業経営

が求められます。 
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３-２ 内部環境 

（１）浄・配水場施設及び設備の経年化 

浄・配水場施設や設備には、それぞれに法定耐用年数が設定されており、この年

数が経過した時点で更新した場合、更新需要時期の偏りが大きくなると想定されま

す。 

そのため、今後は、将来の給水人口や給水収益の動向を把握したうえで、計画的

に更新を進めていくことが必要となります。  

 

上水道事業 

 資産数 耐用年数以内 耐用年数超過 健全割合 

建築構造物 19 11 8 57.9% 

土木構造物 144 113 31 78.5% 

機械設備 33 8 25 24.2% 

電気設備 50 17 33 34.0% 

計装設備 112 7 105 6.3% 

計 358 156 202 43.6% 
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簡易水道事業 

 資産数 耐用年数以内 耐用年数超過 健全割合 

建築構造物 14 13 1 92.9% 

土木構造物 382 249 133 65.2% 

機械設備 65 26 39 40.0% 

電気設備 48 28 20 58.3% 

計装設備 82 26 56 31.7% 

計 591 342 249 57.9% 

 

（２）配水管の経年化 

配水管においても浄・配水場施設と同様に、法定耐用年数が設定されており、法

定耐用年数で更新した場合、過去に整備した管路が集中して更新時期を迎えること

から、今後、更なる更新需要の増大が見込まれます。 

配水管の更新に要する投資総額は、浄・配水場施設及び設備に比べ規模が多く、

更新需要の増大は将来の事業経営に大きく影響します。そのため、管路更新による

事業経営への負荷の集中を避けるべく、更新事業を計画的に取り組んでいく必要が

あります。 

 

上水道事業 

 延長（ｍ） 耐用年数以内 耐用年数超過 健全割合 

導水管 360 290 70 80.6% 

送水管 24,980 9,450 15,530 37.8% 

配水管 144,290 131,720 12,570 91.3% 

計 169,630 141,460 28,170 83.4% 

 

簡易水道事業 

 延長（ｍ） 耐用年数以内 耐用年数超過 健全割合 

導水管 9,622 2,693 6,929 28.0% 

送水管 1,816 1,816  100.0% 

配水管 73,785 33,680 40,105 45.6% 

計 85,223 38,189 47,034 44.8% 
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４-１ 基本理念 

これからの水道事業は、給水人口や料金収入の減少、水道施設の更新需要の増大、頻

発する自然災害への対応など、非常に厳しい事業環境に直面することとなります。 

これら水道事業を取り巻く環境は大きく変化しており、拡張の時代から維持管理の時

代を迎えています。今後も、安全で安心な水道水を安定的に供給することが水道事業者

の使命ととらえ、様々な課題に取り組むとともに、これまで築き上げてきた水道事業

を、確実に次世代に引き継ぐ必要があります。 

４-２ 実現方策 

計画期間において、目指す方向性として揚げた「強靭」「安全」「持続」を実現するた

めに、「施策」を設け、具体的な「事業・取り組み」を行います。 
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経営戦略とは 

公営企業会計を持つすべての地方公共団体等に対し、総務省が策定を求める中長

期的な経営の基本計画のこと。 

事業の効率化や経営健全化、将来見通しを踏まえ、10 年以上の中長期間において

必要なサービスを提供することが可能となるよう、「投資試算」をはじめとする支

出と、「財源試算」による収入が均衡するよう調整された収支計画（「投資・財政計

画」）を主な構成要素とします。 

 第５章 経営戦略 
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６-１ 計画の進行管理と事業実施効果の把握 

「水道事業ビジョン」の各施策の推進及び「経営戦略」を実践する過程で、様々な事

業環境の変化に対応できるよう、進捗管理を実施します。 

進捗管理は、計画策定（Plan）、実施（Do）、評価（Check）、改善検討（Action）を

繰り返す、PDCA サイクルにより行います。 

実現方策の実施状況は、業務指数（PI）等から設定した目標値の達成度などを基に、

事業の進捗を確認するとともに、実施効果の把握に努めます。 

 

 

 

Plan 計画策定

Do 実施

Check 評価

Action 改善検討
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